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は じ め に 
 

農業経営基盤強化促進法の改正により、これまで人・農地プランとして作成されてきた計画が法律で地域

計画として位置づけられ、作成が本格化しています。 

本報告書では、地域計画の作成当たって主に産業政策監で取り組んでいる内容を紹介します。 

地域計画の作成に当たっては、地域での話し合いや意向調査を行い地域の将来の方向を考えるとされてい

ますが、意向調査の場合、回収率が 100％にならないことと、設問項目が限られるため、将来の地域農業の担

い手と農地の需給状況を定量的に明らかにすることは困難です。また地域での話し合いでは、農業の担い手

がいないという危機感が再確認されるものの、将来の具体的な改善策がなかなか見つからないのが実態で

す。 

このため、本報告書では、地域計画を作成するための基礎資料となる紫波町の将来の農業の担い手と農地

の需給見通しを明らかにしてきた分析結果と地域での話し合う際のヒントにしてもらうために紫波町で試行

しているリーディングプロジェクトを紹介します。 

将来の農業の担い手と農地の需給見通しについては、農研機構農業情報研究センターが実施している「Ａ

Ｉによる経営体数予測モデル」の予測値、岩手県農業研究センターが公表している「地域農業分析支援シー

ト」のデータを用いて紫波町が独自に分析した予測値、紫波町の認定農業者の経営改善計画の集計結果をも

とに、旧町村別に 2025 年、2030 年の農地の需給見通しを明らかにしています。 

この結果、今後、農業者の高齢化の進行により農業経営体数と作付面積は、これまでにないペースで急激

に減少し、2030 年には、紫波町の農業経営体数と作付面積は、2020 年に比較し、約 6 割に減少し、多量の農

地が遊休化することが懸念されます。 

このため、今後、多量に供給されてくる農地を有効に活用するために、平坦地域、平坦混住地域、丘陵地

域、山間地域の地域特性に合わせて、①子実トウモロコシ産地化プロジェクト、②みくまるっと脱炭素化プ

ロジェクト、③つなぐビール連携プロジェクト、④農地一元的管理主体創設プロジェクト、⑤農業体験農園

普及プロジェクト、⑥新たなウルシ産業創出プロジェクトの 6 つのリーディングプロジェクトを試行してい

ます。本報告書では、リーディングプロジェクトで実施している内容と本格実施に向けた課題を提示しま

す。 

また、リーディングプロジェクトについて、環境省が公表している「地域経済循環分析システム」と「漏

れバケツ理論」を援用しながら、経済効果の試算を行い、リーディングプロジェクトが地域経済循環と二酸

化炭素削減に寄与することを紹介します。試算は報告書に示す前提条件のもとに試算していますので、あく

までも参考資料として活用していただくようお願いします。（前提条件を変えると試算結果は異なってきま

す。） 

本報告書は、東北農業経済学会青森大会（2023 年 9 月 23 日～24 日）のシンポジウムにおいて「農地の需給

見通しを踏まえた地域農業の複合的展開～岩手県紫波町の取り組みを事例として～」と題して報告したスラ

イドに要約を加えて、紫波町の地域計画を作成するための関係者向けの資料として「地域計画作成に向けた

農地の需給見通しとリーディングプロジェクト」と題して取りまとめたものです。 

本報告書を地域計画の作成に活用していただければ幸いです。 
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要    約 
 

（１）産業政策監と農村政策フェローの紹介 

産業政策監と農村政策フェローは、2019 年４月に設置され、農村政策フェローは、部内横断的な課題を

調査研究し各課と連携し施策を実施することとしています。 

産業政策監は、ＰＤＲマネジメントに即し、課題を調査研究（Prep）し、リーディングプロジェクトで試

行（Ｄｏ）し、関係者と評価・検証（Review）しながらブラシュアップして所管課で本格的な制度として実

施することとしています。 

 

（２） 紫波町の担い手と農地の需給見通し 

 2015 年から 2020 年にかけて紫波町の基幹的農業従事者は、岩手県平均に比較し、高齢化してもリタイヤ

する従事者が少なく、65 歳以上の年齢階層の従事者が増加しています。 

基幹的農業従事者は、勤務先の定年退職などにより、60 歳～69 歳の年齢階層で増加していますが、75 歳

以上の階層では、高齢化によりリタイヤする従事者が多くなっています。 

   定年延長や再雇用制度により兼業農家の退職年齢が上がると、60 歳以上の基幹的農業従事者の農業への

還流が減少すると見込まれます。 

 岩手県農業研究センターが公表している地域農業分析支援シートを用いて紫波町の作物別の経営体数と作

付面積の見通しを試算すると、2030 年には、水稲作経営の個人経営体数は 566 経営体（2020 年対比 60％）、

作付面積は 857ha（2020 年対比 57％）に減少すると見込まれます。紫波町の主要作物である、りんご、ぶど

う、きゅうり、トマト、肉用牛においても経営体数は、約６割に減少すると見込まれます。 

  農研機構 農業情報研究センターのＡＩを用いた農業経営体数予測モデルの予測値でも 2030 年には、紫波

町の経営体数は、727 経営体（2020 年対比 62％）に減少し、リタイヤする農家から 603ha の農地が供給され

ると予測されています。 

  2023 年４月現在の認定農業者の経営改善計画の拡大目標面積の合計は、個人経営体が 128ha、法人が 130ha

と同程度となっていますが、法人の場合 72％が拡大目標を持っており経営面積が大きいほど拡大目標面積が

大きい傾向が見られます。一方、個人経営体では、拡大目標面積を持っているのは 64％で、経営規模が大き

いほど拡大目標面積が小さい傾向が見られます。 

認定農業者の現状の経営面積と拡大目標面積が最も大きい作物は水稲です。りんご、ぶどうの果樹では、

拡大目標面積がほとんどない状況となっています。 

  旧町村毎にＡＩによる農業経営体数の予測モデルの供給農地予測面積から認定農業者の拡大目標面積を引

いて供給過剰農地面積を試算すると、供給過剰農地面積が多くなると見込まれるのは、平坦地域では、赤

石、志和地区、平坦混住地域では、古館地区、丘陵・山間地域では、赤沢、佐比内地区となっています。 

  今後の地域別の対応方向として、平坦地域では、省力的な畑作物の導入、平坦混住地域では、消費者が野

菜作りを出来る場の提供、丘陵地域では、地域全体で水田を維持する仕組の創設、山間地域では、林業経営

で採算がとれる新たな樹種の栽培が必要と考えられます。 
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（３）リーディングプロジェクトとは 

リーディングプロジェクトとは、今後、リタイヤする農家から多量に供給されてくると見込まれる農地を

有効活用するための施策として主に産業政策監で試行しているものです。 

リーディングプロジェクトは、地域特性に合わせて、①子実トウモロコシ産地化プロジェクト（平坦地

域）、②みくまるっと脱炭素化プロジェクト（平坦地域、脱炭素化先行地区）、③つなぐビール連携プロジェ

クト（平坦地域、水分地区：酒の学校、志和地区：ビール麦生産）、④農地の一元的管理主体創設プロジェ

クト（丘陵地域）、⑤農業体験農園普及プロジェクト（平坦混住地域）、⑥新たなウルシ産業創出プロジェク

ト（山間地域）の 6 つのプロジェクトを設定しています。 

 

（４）子実トウモロコシ産地化プロジェクト 

今後、高齢農業者のリタイヤに伴い大量に供給されてくる水田の有効活用と、増加すると見込まれる転作田 

を有効活用するため、新たな転作作物として省力的で労働生産性の高い子実トウモロコシの産地化を進める

ために転作田での栽培実証と肥育牛への給与実証を行ってきました。 

 現地実証の結果、子実トウモロコシは、水稲よりはるかに短時間で栽培可能であり、大規模に栽培するこ

とが可能であること、排水対策を実施すれば、単収も確保できることが分かりました。（農水省資料：子実ト

ウモロコシの作業時間は水稲の 1/20） 

 町内の畜産経営体と連携しながら、濃厚飼料の町内自給率の向上と堆肥の資源循環を目指しています。 

  町としては、各種研修会、実績検討会、マッチングのための意見交換会を開催し普及に努めるとともに、 

町独自の産地づくり交付金を新設するなどの支援を行い、2023 年の作付面積は 11ha になっています。 

  栽培技術的には、排水対策を実施すれば転作田でも単収が確保できることが分かりましたが、経営的な課 

題として生産するために真空播種、コーンヘッダ―付コンバイン、乾燥貯蔵施設への多額な投資が必要なこ 

とと、水稲との複合経営となるため、1 経営体当たりの子実トウモロコシの栽培面積が限られることが分かり 

ました。 

また構造的課題として畜産経営体とのマッチングを図るための生産ロットの拡大や自動給餌方式への対応 

が必要となります。 

特に子実トウモロコシは、現状の価格では、事業収支が赤字になるため、麦、大豆と同様の数量払い制度 

の創設が必要と考えられます。 

 

（５）みくまるっと脱炭素化プロジェクト 

生ごみや廃棄りんごでバイオガス発電を行い、電気の地産地消を進めるとともに、発電で生じた消化液を子 

実トウモロコシに施用し、資源の地域循環と濃厚飼料の地域自給率の向上を目指しています。 

  町としては、みくまるっと脱炭素化モデル事業計画を作成し、2023 年４月に脱炭素先行地区に選定され、 

2023 年５月に共同提案者と「紫波町脱炭素化社会の実現に向けた連携に関する協定」を締結し、2024 年以降 

の発電施設の実施設計を進めていきます。 
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（６）つなぐビール連携プロジェクト 

岩手大学クラフトビール部（学内カンパニー）と株式会社ベアレン醸造所が進める「つなぐビールプロジ

ェクト」の一員としてビール麦の産地化を進めるために栽培実証を開始しました。 

 今後、町の「酒のまち紫波推進ビジョン」、「酒の学校基本コンセプト」と連動して町内でビールの原料生

産、麦芽加工、醸造、販売、消費ができる体制を整えていくことを目指しています。 

町としては、ビール麦を生産する農家の確保と乾燥調製施設を整備するための補助事業の活用支援を行っ

ています。2023 年の栽培面積は、実証圃の 0.5ha ですが、乾燥調製施設設置後の栽培目標面積は 5ha として

います。 

今後、単収とビール加工に適した品質を確保すること。実需者と共創して新たな価値を付加した商品を開 

し、高収益を目指すことが必要です。また町内でビール麦生産、麦芽加工、醸造、直売、消費できる施設  

を整備し、地域経済循環を進める必要があります。 

 

（７）農地一元的管理主体創設プロジェクト 

中山間地域では、地域の水田の受け皿となる大規模な水田作経営体がいないことから、地域の水田を一元的 

に管理する管理主体の創設を進めています。 

農地の一元的管理とは、農地中間管理事業を活用し、地域の農地を一括して農地中間管理機構に貸出し、地 

域の農地を一元的に管理する主体が農地中間管理機構から一括して借り受けて経営する方式です。 

町としては、2020 年に一般社団法人里地里山ネット漆立が設立される際に、定款作成、農地中間管理事業 

 活用、特定農用地利用規程の作成を支援してきました。 

紫波町の集落営農は、設立後 10 数年経過しても法人化した集落営農は 30％に留まっています。地域計画を 

策定する話し合いの中で地域の集落営農が法人化して経営していけるのか、法人化して経営していくことが

困難なのかを見極めて、法人化が困難な場合は、既存の集落営農を母体として地域の農地を一元的に管理す

る主体を創設することも選択肢の一つと考えられます。 

一般社団法人里地里山ネット漆立は全国で 5 番目、東日本で最初に設立されましたが、町内で次ぎに続く取 

り組みが無いことから、地域計画を作成する過程で町内へＰＲし普及させる必要があります。 

 

（８）農業体験農園普及プロジェクト 

住宅地周辺の混住化している地域の小区画で低利用の農地を活用し、非農家の方々が野菜作りに親しめる

農業体験農園の設置を進めています。 

農業体験農園が野菜づくりを通じて消費者の農業への理解を促進するとともに、新規就農者や産直の新た

な出荷者になることや農ある暮らしが実現できる「暮らし心地の良いまち」として移住者の増加につながる

ことを期待しています。 

町としては、農業体験農園の開設希望者に農園利用方式を提案しています。また農業体験農園を開設する

場合に募集・運営要領を作成して提供するとともに、農園の設置・運営を支援してきました。2021 年に古

館農業体験農園（現在休止）、2023 年に上町農業体験農園が設置されています。 

最初に設置された古館農業体験農園が休止するなど農業体験農園の持続性と町内への普及が課題となってい 



- 4 - 

 

ます。このため持続できる料金設定や財源の検討が必要です。先行する首都圏等の都市部の農業体験農園

は、経営の一部門として設置されていますが、紫波町の場合は、労働力不足で低利用になっている農地を活

用して農業体験農園を設置しているため、農業体験農園の設置・運営を代行する仕組みを検討することが必

要となっています。 

 

（９）新たなウルシ産業創出プロジェクト 

文化庁の文化財の補修に国産漆を使用するという通達を受けて、国産漆の需要が拡大していますが、国産 

漆の生産は、漆掻きにより生産するため効率が悪く生産が増加していません。 

近年 5～７年で漆の木を伐採し、搾汁する漆生産のイノベーションが進められるとともに、漆器以外にバ 

イオプラスチックや飲料等の新たな商品の開発が進められています。 

新たな技術を採用したウルシの栽培は、林業経営の経済的に成り立つ樹種として可能性があることと、山

間地域の荒廃農地の有効活用方策として期待されるため、町有地でウルシの栽培実証を行っています。 

町としては、ウルシの栽培、加工品開発を行う事業者と 2021 年に「ウルシ産業の振興に関する協定」を締 

結し、町有地にウルシの植林をはじめ、2023 年の栽培面積は、1.35ha となっています。 

従来の伝統的な漆かきによる収穫方法と異なる機械で搾汁する技術を採用しウルシ産業のイノベーションを 

目指していますが、ポット育苗技術と獣害対策が確立されていないため、植林したウルシの初期生育が十分

確保できず、当初の植栽後年数５～７年目での伐採・収穫が遅れる可能性があります。また機械搾汁技術も

現在開発途上で現時点では完成していません。 

ただし、関係者による新たなウルシ商品として、漆染めのマスク、漆茶、漆の木工品の商品開発は進んでい 

ます。 

 

（10）リーディングプロジェクトの経済効果 

漏れバケツ理論とは、地域の経済を「バケツ」に例え、バケツの水を増やそうとして、政府からの補助 

金、企業誘致、観光客の呼び込みに努力しても、地域からお金の流出を減らさない限り、地域が豊かになら

ないという考え方です。ポイントは地域からお金を流出させないことと、お金を地域で循環させることで

す。 

環境省の「地域経済循環分析システム」を用いて紫波町の所得循環構造を分析すると、紫波町は、隣接 

する盛岡市、花巻市、北上市のベットタウンとなっているため、通勤により 221 億円（GRP の 25％）の所

得を得ています。町の産業は、運輸業が中心で大企業の工場がないため、町から本社等への流出は、24 億

円（GRP の 2.8％）と少ないですが、消費として町外へ 135 億円（GRP の 15.4％）流出しています。またエ

ネルギー代金として 51 億円（うち電気 12 億円）が町外に流出しています。（GRP：紫波町の域内総生産） 

 リーディングプロジェクトを漏れバケツ理論や紫波町の所得循環構造の視点で経済効果を整理すると、子

実トウモロコシ産地化プロジェクトは、町内で子実トウモロコシが自給できる 2,450ｔを生産した場合、ト

ウモロコシの生産額が 1.6 億円増加し、財政移転として水田活用直接支払交付金が入り、町外へ流出してい

た濃厚飼料代 1.6 億円と肥料購入代金の 4,394 万円が抑えられると試算されます。 

みくまるっと脱炭素化プロジェクトでは、トウモロコシの生産額が 2,110 万円増加し、財政移転として水

田活用直接支払交付金が入り、発電する電気代が 1.97 億円増加し、町外へ流出していた電気代 1.97 億円、

濃厚飼料代 2,110 万円、肥料代 574 万円が抑えられると試算されます。 
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つなぐビール連携プロジェクトでは、当面の生産目標面積の 5ha を生産した場合、ビール麦の生産額が

300 万円増加し、財政移転として水田活用直接支払交付金が交付されます。町内で麦芽加工と醸造すると

3,063 万円の生産額となり、町産ビールを町内のレストランで消費すると 1.45 億円の生産額になると試算さ

れます。 

農業体験農園普及プロジェクトでは、農ある暮らしの実現を求めて勤労者が紫波町に移住した場合、勤労

者一人当たりの通勤所得の増加額は、239 万円、共稼ぎ夫婦が移住した場合は、478 万円増加すると試算さ

れます。 

新たなウルシ産業創出プロジェクトでは、カラマツを植林し、45 年後に伐採する場合の収益は、28 万円

/ha なのに対し、ウルシを植林し 7 年ごとに伐採して収穫する栽培方法では、45 年間で 6 回収穫可能で、

662 万円/ha の収益が期待できると試算されます。 
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1. 産業政策監と農村政策フェローの紹介 
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2.紫波町の担い手と農地の需給見通し 
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3.リーディングプロジェクトとは 
 

 

 

 

 

 



- 20 - 

 

 

 

 

 

 

 



- 21 - 

 

 

 

 

 

 

 

 



- 22 - 

 

4.子実トウモロコシ産地化プロジェクト 
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5.みくまるっと脱炭素化プロジェクト 
 

 

 

 

 

6.つなぐビール連携プロジェクト 
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7.農地一元的管理主体創設プロジェクト 
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8.農業体験農園普及プロジェクト 
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9.新たなウルシ産業創出プロジェクト 
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10.リーディングプロジェクトの経済効果 
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おわりに 
 

2019 年４月に産業政策監が設置され、町の農政課題解決に向けて調査研究を実施してきましたが、2020 年以降

は新型コロナウイルスの感染拡大に伴い、緊急事態宣言が出されるなど、農家を集めた研修会や座談会の開催が

困難になり、調査研究成果を農家に伝達する機会が無くなりました。 

そのため、調査研究結果を農家に伝達する手段として、調査分析した成果を「産業政策監調査研究報告書」に

まとめて町のホームページで公開を始めました。報告書は、認定農業者の皆さんにも理解していただけるよう、

図表を多用し平易な文章で作成してきました。 

2020 年 10 月以降に公表してきた産業政策監調査研究報告は第 23 号となり、特定の町についてこれだけの調査

研究報告書が公表されているのは、おそらくわが国では、紫波町だけではないかと思われます。 

 これまで、農林業センサスの統計は、主に町全体の統計量を把握するのみで、旧町村毎や年齢階層別、作付作

物別の詳細な分析は行われてきませんでした。 

また、業務資料として収集されてきた、農業経営改善計画書、集落営農実態調査票、集落営農の決算書、農地

所有適格法人現況報告書は、特定の業務に活用するのみで、町農業の課題解決に向けた分析は行われてきません

でした。 

 これらの既存資料を産業政策監で分析することにより、町農業の現状を定量的に把握したり、課題解決のため

の今後の施策の検討に有益な情報が得られることが分かりました。 

 産業政策監調査研究報告は、作成の都度、紫波町農業経営改善支援センター会議で報告してきました。これに

より構成員である紫波町農業委員会、盛岡広域振興局農政部、盛岡農業改良普及センター、岩手中央農業協同組

合紫波地域営農センター、山王海土地改良区、紫波東部土地改良区、岩手県農業共済組合盛岡地域センター紫波

支所、紫波町農林公社の課題認識の共有化が図られたと考えています。 

 次ページにこれまで公開してきた産業政策監調査研究報告をテーマごとに分類した一覧表を掲載しましたの

で、関心があるテーマの報告書を読んでいただければ幸いです。 

 

 

                      

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

産業政策監調査研究の公開場所  

 

 紫波町ホームページ 

   ⇒コンテンツ 

    ⇒産業・仕事 

     ⇒農業政策 

      ⇒【産業政策監】調査研究 

       ⇒産業政策監調査研究報告 

⇒【農政課】調査・研究 

ＱＲコード 
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産業政策監調査研究報告公表一覧（テーマ別）

  

  

テーマ 番号 タ　　イ　　ト　　ル 公表年月

第2号
「紫波町の農業経営体数の予測と農地の需給見通し」

　　～ＡＩを用いた農業経営体予測モデルの活用に関する実証試験結果を踏まえ～
令和２年11月

第5号
「紫波町の農業生産構造動向分析」

　　～2020年農林業センサス（概数値）データ分析から～
令和３年１月

第8号
「紫波町における旧町村別農業生産構造の特徴と人・農地プランの実践」

　　～2020年農林業センサス　紫波町旧町村別データ分析～
令和３年９月

第9号
「紫波町の旧町村別農業生産構造の動向分析と今後の農業振興策の考え方」

　　～農林業センサス分析支援シート※を活用した2010年、2015年、2020年データの分析～
令和３年11月

第22号
「紫波町の作物別経営体数及び作付面積の推移と今後の見通し」

～～農林業センサス個票の年齢階層別集計データを用いた農業経営体数と作付面積の試算～
令和５年６月

第1号
「紫波町認定農業者の定量分析と農地の需要見通し」

　　～認定農業者関係データベースを活用した分析～
令和２年10月

第21号
「紫波町の認定農業者の特徴と農地の需給見通し」

～認定農業者経営改善計画の分析から～
令和５年５月

第15号
「紫波町の集落営農の特徴と今後の方向」

　～集落営農実態調査（農林水産省）の岩手県データの分析～
令和４年７月

第18号
「財務諸表の分析に基づく紫波町の集落営農の展開方向」

　～集落営農実態調査と水田作経営の法人と集落営農の決算資料の分析～
令和５年1月

第11号
「紫波町における人・農地プランの取組状況」

　～ＰＤＲサイクルによる農地有効活用リーディングプロジェクト推進～
令和４年３月

第23号 「地域計画作成に向けた農地の需給見通しとリーディングプロジェクト」 令和５年８月

第12号 「紫波町における子実用トウモロコシ産地化の取り組み状況（令和３年度実績）」 令和４年３月

第20号
「子実用トウモロコシ産地化の経営的な課題と対応方向」

～岩手県紫波町における2020年～2022年の取り組みを踏まえ～
令和５年４月

第7号
「紫波町における子実用トウモロコシ産地化の取り組み状況」

　　～令和２年度実証試験及び令和３年度実証計画～
令和３年３月

06農地の一元的管理 第17号
「地域の農地を一元的に管理する管理主体の創設」

　～一般社団法人里地里山ネット漆立の事例～
令和４年８月

第10号
「畑からはじまる心地よい暮らしの集い」

　～畑を利用して活動している各団体の活動内容～
令和４年３月

第16号
「畑に見いだす新たな価値」

　～古館農業体験農園の実践事例から～
令和４年８月

第3号
「農業体験農園シンポジウムの開催状況」

　　～古館農業体験農園の活動実績報告～
令和２年12月

第4号 「古館農業体験農園の取組状況と盛岡市市民の農業体験農園の意向」 令和２年12月

08地産地消 第14号
「地産地消が地域経済と二酸化炭素削減に及ぼす効果の試算」

　～家計調査、産業連関表、フード・マイレージを用いた分析～
令和４年５月

第13号 「農村政策フェロー３年間の活動実績」 令和４年３月

第19号
「紫波町おける新たな農業の取組みと農村政策フェローのジャンル確立

　～農村生活フェロー４年間の活動を通じて～
令和５年２月

第6号
「農村政策フェローの活動状況」

　　～令和元年度・２年度活動実績及び令和３年度計画～
令和３年２月

09活動報告

01農業構造分析

02認定農業者

03集落営農

04地域計画

05子実トウモロコシ

07農業体験農園
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産業政策監調査研究報告 第 23 号 

地域計画作成に向けた農地の需給見通しとリーディングプロジェクト 
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